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吉見町開発行為等に関する審査基準新旧対照表 

改 正 現 行 

第２章 技術基準（法第３３条） 

第８節 災害危険区域の除外（法第３３条第１項第８号） 

 

【審査基準】 

１ 本文 

原則として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目

的で行う開発行為以外の開発行為の場合、表８に示す区域内の土地

を開発区域内に含まないこと。 

 

表８ 開発行為を行うのに適当でない区域 

規定法律 区域名 

建築基準法第３９条第１項 「災害危険区域」 

地すべり等防止法第３条第１項 「地すべり防止区域」 

土砂災害警戒区域等における土砂災

害防止対策の推進に関する法律第８

条第１項 

「土砂災害特別警戒区域」 

特定都市河川浸水被害対策法第５６

条第１項 
「浸水被害防止区域」 

急傾斜地の崩壊による災害の防止に

関する法律第３条第１項 
「急傾斜地崩壊危険区域」 

 

第１５節 最低敷地面積（法第３３条第４項） 

 

【審査基準】 

１ （略） 

２ ただし書き 

次のいずれかに該当する開発行為は、建築物の敷地面積の最低限

第２章 技術基準（法第３３条） 

第８節 災害危険区域の除外（法第３３条第１項第８号） 

 

【審査基準】 

１ 本文 

原則として、非自己用の開発行為の場合、表８に示す区域内の土

地を開発区域内に含まないこと。 

 

 

表８ 開発行為を行うのに適当でない区域 

 

第１５節 最低敷地面積（法第３３条第４項） 

 

【審査基準】 

１ （略） 

２ ただし書き 

次のいずれかに該当する開発行為は、建築物の敷地面積の最低限

規定法律 区域名 

建築基準法第３９条第１項 「災害危険区域」 

地すべり等防止法第３条第１項 「地すべり防止区域」 

土砂災害警戒区域等における土砂災

害防止対策の推進に関する法律第８

条第１項 

「土砂災害特別警戒区域」 

                 

     
           

急傾斜地の崩壊による災害の防止に

関する法律第３条第１項 
「急傾斜地崩壊危険区域」 
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度を適用しない 

（１）災害危険区域等からの移転（法第３４条第８号の２） 

（２） （略） 

（３） （略） 

（４） （略） 

（５） （略） 

（６） （略） 

（７） （略） 

（８） （略） 

 

第３章 市街化調整区域の立地基準（法第３４条） 

第１節 開発区域周辺に居住している者が利用するための公共公益

施設、日常生活に必要な物品の販売、修理等の店舗等（法第

３４条第１号） 

 

【審査基準】 

１ 開発区域 

開発区域は、町条例第２条第３項に規定する既存の集落内に存す

ること。ただし、開発区域が想定浸水深３．０ｍ以上の浸水想定区

域に存する場合は、避難場所・避難経路の認識等、安全上及び避難

上の対策が講じられていること。 

 

第９節 災害危険区域等からの移転（法第３４条第８号の２） 

 

【審査基準】 

１ 開発行為を行う者 

開発行為を行う者は、自己の所有する建築物又は第一種特定工作

物（以下この節において従前建築物等という。）の敷地の一部又は

全部が、開発行為を行うのに適当でない区域内に存する者であるこ

と。 

度を適用しない 

                            

（１） （略） 

（２） （略） 

（３） （略） 

（４） （略） 

（５） （略） 

（６） （略） 

（７） （略） 

 

第３章 市街化調整区域の立地基準（法第３４条） 

第１節 開発区域周辺に居住している者が利用するための公共公益

施設、日常生活に必要な物品の販売、修理等の店舗等（法第

３４条第１号） 

 

【審査基準】 

１ 開発区域 

開発区域は、町条例第２条第３項に規定する既存の集落内に存す

ること。                           

                               

                

 

（新設） 
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※ 開発行為を行うのに適当でない区域は、表８（p54）のとおり 

 

２ 開発区域 

開発区域は、次のいずれにも該当するものであること。 

（１）開発区域の土地は、開発不適区域以外の土地であること。 

（２）開発区域の規模は、従前と著しく異ならない規模であること。 

 

３ 予定建築物等 

予定建築物等は、次のいずれにも該当するものであること。 

（１）予定建築物等の用途は、従前建築物等と同一の用途であるこ

と。 

（２）予定建築物等の規模は、従前建築物等と著しく異ならない規

模、または従前建築物等より小さい規模であること。 

（３）予定建築物等の構造は、従前建築物等と著しく異ならない構

造であること。 

 

第１０節 （略） 

 

第１１節 （略） 

 

第１２節 （略） 

 

第１３節 市街化を促進するおそれがない等と認められる条例で定

める開発行為（法第３４条第１２号） 

 

本号は、開発区域の周辺における市街化を促進する恐れがなく、市

街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認められる

開発行為で、実務の積み重ねを経るなかで、開発行為の区域やその目

的、予定建築物の用途等を組み合わせることにより、地域の実情に応

じて定型化できることが明らかとなった開発行為について、それを条

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９節 （略） 

 

第１０節 （略） 

 

第１１節 （略） 

 

第１２節 市街化を促進するおそれがない等と認められる条例で定

める開発行為（法第３４条第１２号） 

 

本号は、開発区域の周辺における市街化を促進する恐れがなく、市

街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認められる

開発行為で、実務の積み重ねを経るなかで、開発行為の区域やその目

的、予定建築物の用途等を組み合わせることにより、地域の実情に応

じて定型化できることが明らかとなった開発行為について、それを条
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例で規定することにより法第３４条の許可基準として設定すること

ができるとしたものです。 

吉見町では本号に基づく条例（町条例第６条）を定めて運用してい

ます。町条例第６条各号に共通の審査基準は次のとおりです。 

 

【審査基準】 

１ 開発区域 

開発区域には、政令第２９条の９各号に掲げる土地の区域を含ま

ないこと。ただし、想定浸水深３．０ｍ以上の浸水想定区域で、避

難場所・避難経路の認識等、安全上及び避難上の対策が講じられて

いるものは除く。 

 

（６）公共移転（町条例第６条第１項第４号） 

 

【審査基準】 

１ （略） 

 

２ 開発区域の規模 

開発区域の規模は、従前と著しく異ならないものであり、従前に

代わる施設と認められる範囲であること。 

 

３ （略） 

 

４ その他 

町外からの収用移転については、町内に立地する必要性を勘案

し、適切と認められる場合に限る。 

 

第１４節 （略） 

 

第１５節 （略） 

例で規定することにより法第３４条の許可基準として設定すること

ができるとしたものです。 

吉見町では本号に基づく条例（町条例第６条）を定めて運用してい

ます。町条例第６条各号の審査基準は、次頁以降に定めています。 

 

       

       

                              

                               

                               

         

 

（６）公共移転（町条例第６条第１項第４号） 

 

【審査基準】 

１ （略） 

 

          

                              

                    

 

２ （略） 

 

      

                              

                 

 

第１３節 （略） 

 

第１４節 （略） 
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第９章 開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の制限 

（法第４３条） 

第２節 立地基準（政令第３６条第１項第３号） 

（３） 市街化を促進するおそれがない等と認められる条例で定める

建築行為等（政令第３６条第１項第３号ハ） 

 

本号ハは、法第３４条 第１２号に対応するものですが、本号ロ（法

第３４条第１１号に対応するもの）とは異なり、法第３４条第１２号

の条例とは別に本号ハの条例を定めることとされています。 

吉見町では本号に基づく条例（町条例第７条）を定めて運用してい

ます。町条例第７条各号に共通の審査基準は次のとおりです。 

 

【審査基準】 

１ 建築物等の敷地 

建築には、政令第２９条の９各号に掲げる土地の区域を含まない

こと。ただし、想定浸水深３．０ｍ以上の浸水想定区域で、避難場

所・避難経路の認識等、安全上及び避難上の対策が講じられている

ものは除く。 

 

第９章 開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の制限 

（法第４３条） 

第２節 立地基準（政令第３６条第１項第３号） 

（３） 市街化を促進するおそれがない等と認められる条例で定める

建築行為等（政令第３６条第１項第３号ハ） 

 

本号ハは、法第３４条 第１２号に対応するものですが、本号ロ（法

第３４条第１１号に対応するもの）とは異なり、法第３４条第１２号

の条例とは別に本号ハの条例を定めることとされています。 

吉見町では本号に基づく条例（町条例第７条）を定めて運用してい

ます。町条例第７条各号の審査基準は、次頁以降に定めています。 

 

       

          

                              

                               

                               

       

 

 


